
 

山口県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療の保険料の減免の基準に関する要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、山口県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成

１９年山口県後期高齢者医療広域連合条例第３３号。以下「条例」という。）第１７条に

規定する保険料の減免の基準について必要な事項を定めるものとする。 

 （災害による保険料の減免） 

第２条 条例第１７条第１項第１号の規定により保険料を減免することができる被保険者

は、当該被保険者又はその属する世帯の世帯主の所有に係る住宅、家財その他の財産（以

下「財産」という。）のうち、これらの者が使用するものについて、震災、風水害、火災

その他これらに類する災害（被保険者又は連帯納付義務者の故意又は重大な過失による

場合を除く。以下「災害」という。）により損害を受けた者とする。 

２ 前項に該当する被保険者について、災害により損害を受けた金額（保険金、損害賠償

金等により補てんされる金額を除く。）の災害前における財産の価格に対する割合（以下

「財産の損害の割合」という。）が別表第１の左欄に掲げる割合であり、かつ、当該被保

険者につき算定した地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の２第１項に規

定する総所得金額及び山林所得金額並びに高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平

成１９年政令第３１８号。以下「政令」という。）第７条第１項に規定する他の所得と区

分して計算される所得の金額の合計額（以下「総所得金額等の合計額」という。）につい

て、当該損害を受けた日の属する年度の初日の属する年の前年分の総所得金額等の合計

額が当該中欄に掲げる金額である者につき、普通徴収の方法により保険料を徴収されて

いる者にあっては災害を受けた日の属する月から起算して１年以内に納期が到来する保

険料の金額に、特別徴収の方法により保険料を徴収されている者にあっては災害を受け

た日の属する月から起算して１年以内に特別徴収対象年金給付の支払日が到来する保険

料の金額にそれぞれ当該右欄に掲げる減免の割合を乗じて得た金額を減免することがで

きる。 

 （世帯主の死亡等による被保険者均等割額の減免） 

第３条 条例第１７条第１項第２号から第５号までの規定により被保険者均等割額を減免

することができる被保険者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1)  被保険者、その属する世帯の世帯主及びその属する世帯の他の世帯員である被保険

者（条例第１７条第１項第２号から第５号までに規定する理由が生じた日において世

帯に属する者に限る。）につき算定した地方税法第３１４条の２第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額並びに政令第１８条第４項第１号に規定する他の所得と区分

して計算される所得の金額の合計額の当該世帯における合算額（以下「世帯の軽減判

定所得額」という。）について、条例第１７条第１項第２号から第５号までに規定する

理由が生じた日の属する月の翌月から１年間の見込額として算定した世帯の軽減判定

所得額に当該各号に規定する理由が生じたことにより発生した収入の金額を加算した

金額を条例第１３条第１項の合算額とみなして、同項を適用した場合における同項各

号の区分（以下「軽減の区分」という。）が同項第１号に該当し、かつ、当初の被保険

者均等割額(条例第１７条第１項第２号から第５号までに規定する理由が生じた日の



属する年度の翌年度又は翌々年度については、当該翌年度又は当該翌々年度の確定賦

課による被保険者均等割額とする。以下同じ。)を算定したときの条例第１３条第１項

各号の区分が同項第２号に該当する被保険者 

(2) 軽減の区分が条例第１３条第１項第１号に該当し、かつ、当初の被保険者均等割額

を算定したときの同項各号の区分が同項第３号に該当する被保険者 

(3) 軽減の区分が条例第１３条第１項第１号に該当し、かつ、当初の被保険者均等割額

を算定したときの同項各号の区分が同項第１号から第３号までのいずれにも該当しな

い被保険者 

(4) 軽減の区分が条例第１３条第１項第２号に該当し、かつ、当初の被保険者均等割額

を算定したときの同項各号の区分が同項第１号から第３号までのいずれにも該当しな

い被保険者 

２ 前項に該当する被保険者について、別表第２の第１欄に掲げる条例第１７条第１項第

２号から第５号までに規定する理由が生じた時期の区分に従い、同表の第２欄に掲げる

減免期間の被保険者均等割額について、同表の第３欄に掲げる第３条第１項各号の区分

に従い、条例第１７条第２項の規定による申請書の提出があった日の属する月（別表第

２において「申請月」という。）から同表の第４欄に掲げる金額を減免することができる。 

３  前項の場合において、条例第１７条第１項第２号から第５号までに規定する理由が当

該年度の確定賦課前に生じ、普通徴収の方法により保険料を徴収されている者にあって

は当該確定賦課後に初めて到来する納期限前７日までに、特別徴収の方法により保険料

を徴収されている者にあっては当該確定賦課後に初めて到来する特別徴収対象年金給付

の直近の支払日前７日までに申請書の提出があった場合は、申請月は賦課期日の属する

月とする。 

（障害又は事業若しくは業務の休廃止等による所得割額の減免） 

第４条 条例第１７条第１項第３号から第５号までの規定により所得割額を減免すること

ができる被保険者は、総所得金額等の合計額について、当初の所得割額(当該各号に規定

する理由が生じた日の属する年度の翌年度又は翌々年度については、当該翌年度又は当

該翌々年度の確定賦課による所得割額とする。以下同じ。)を算定したときの総所得金額

等の合計額（一時的な所得があるときは、これを除く。）から当該各号に規定する理由が

生じた日の属する月の翌月から１年間の見込額として算定した総所得金額等の合計額に

当該各号に規定する理由が生じたことにより発生した収入の金額を加算した金額（以下

「総所得金額等の合計見込額」という。）を減じて得た金額を当初の所得割額を算定した

ときの総所得金額等の合計額（一時的な所得があるときは、これを除く。）で除して得た

割合が１０分の３以上であり、かつ、総所得金額等の合計見込額が９１万円以下である

者とする。 

２ 前項に該当する被保険者について、別表第３の左欄に掲げる条例第１７条第１項第３

号から第５号までに規定する理由が生じた時期の区分に従い、同表の中欄に掲げる減免

期間の所得割額について、同条第２項の規定による申請月から同表の右欄に掲げる金額

を減免することができる。 

３  前項の場合において、条例第１７条第１項第３号から第５号までに規定する理由が当

該年度の確定賦課前に生じ、普通徴収の方法により保険料を徴収されている者にあって



は当該確定賦課後に初めて到来する納期限前７日までに、特別徴収の方法により保険料

を徴収されている者にあっては当該確定賦課後に初めて到来する特別徴収対象年金給付

の直近の支払日前７日までに申請書の提出があった場合は、申請月は賦課期日の属する

月とする。 

（給付制限を受けた場合の保険料の減免） 

第５条 被保険者が、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第８

９条の刑事施設、労役場、その他これらに準ずる施設に入所した日の属する月から出所

した日の属する月の前月までの期間の保険料は、これを免除する。 

 （減免適用の優先） 

第６条 第２条から前条までの規定において２以上の減免の理由に該当するときは、減免

できる金額の多いものについて、これを適用するものとする。 

 （端数処理） 

第７条 第２条から第５条までの規定により算定した減免額に、１円未満の端数があると

きは、これを切り上げる。 

（国等による財政支援が行われる場合の特例） 

第８条 保険料の減免に対して国等による財政支援が行われる場合には、第２条から第４

条までの規定にかかわらず、保険料の減免の取扱いについて、別に定めることができる。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２１年３月４日から施行する。 

附 則 

１  この要綱は、平成２１年７月２４日から施行し、同年４月１日から適用する。 

２  平成２０年度の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

２  平成２１年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

２  平成２２年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

２  平成２３年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

２  平成２４年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

２  平成２５年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 



１  この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

２  平成２６年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

２  平成２７年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

２  平成２８年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２  平成２９年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

２  平成３０年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２  令和元年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、令和２年６月１９日から施行する。 

附 則 

１  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２  令和２年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

附 則 

１  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２  令和５年度以前の保険料の減免については、なお従前の例による。 

 



別表第１（第２条関係） 

財産の損害の割合 総所得金額等の合計額 減免の割合 

１００分の３０以上

１００分の５０未満 

５００万円以下 １００分の５０ 

５００万円を超え７５０万円以下 １００分の２５ 

７５０万円を超え１，０００万円以下 １００分の１２．５ 

１００分の５０以上 

５００万円以下 １００分の１００ 

５００万円を超え７５０万円以下 １００分の５０ 

７５０万円を超え１，０００万円以下 １００分の２５ 

 

別表第２（第３条関係） 

条例第１７条第

１項第２号から

第５号までに規

定する理由が生

じた時期 

減免期間 

第３条

第１項

各号の

区分 

金額 

当該年度の４月

１日から１２月

３１日まで 

当該年度の３月３１日

まで及び当該年度の翌

年度 

第１号

に該当

する者 

申請月以降に納期が到来する当

初の被保険者均等割額の金額に

５分の２を乗じて得た金額 

第２号

に該当

する者 

申請月以降に納期が到来する当

初の被保険者均等割額の金額に

８分の５を乗じて得た金額 

第３号

に該当

する者 

申請月以降に納期が到来する当

初の被保険者均等割額の金額に

１０分の７を乗じて得た金額 

第４号

に該当

する者 

申請月以降に納期が到来する当

初の被保険者均等割額の金額に

１０分の５を乗じて得た金額 

当該年度の１月

１日から３月３

１日まで 

当該年度の３月３１日

まで、当該年度の翌年度

及び当該年度の翌々年

度 

第１号

に該当

する者 

申請月以降に納期が到来する当

初の被保険者均等割額の金額に

５分の２を乗じて得た金額 

第２号

に該当

する者 

申請月以降に納期が到来する当

初の被保険者均等割額の金額に

８分の５を乗じて得た金額 



第３号

に該当

する者 

申請月以降に納期が到来する当

初の被保険者均等割額の金額に

１０分の７を乗じて得た金額 

第４号

に該当

する者 

申請月以降に納期が到来する当

初の被保険者均等割額の金額に

１０分の５を乗じて得た金額 

 



別表第３（第４条関係） 

条例第１７条第

１項第３号から

第５号までに規

定する理由が生

じた時期 

減免期間 金額 

当該年度の４月

１日から１２月

３１日まで 

当該年度の３月３１日

まで 

申請月以降に納期の到来する当初の所得

割額の金額から、総所得金額等の合計見

込額により算定した当該年度の所得割額

の見込額の１２分の１に相当する金額に

第４条第２項並びにこの表の左欄及び中

欄の規定により減免することができる月

数を乗じて得た金額を減じて得た金額に

２分の１を乗じて得た金額 

当該年度の翌年度 

申請月以降に納期の到来する当初の所得

割額の金額から総所得金額等の合計見込

額により算定した当該年度の所得割額の

見込額を減じた金額に２分の１を乗じて

得た金額 

当該年度の１月

１日から３月３

１日まで 

当該年度の３月３１日

まで 

申請月以降に納期の到来する当初の所得

割額の金額から、総所得金額等の合計見

込額により算定した当該年度の所得割額

の見込額の１２分の１に相当する金額に

第４条第２項並びにこの表の左欄及び中

欄の規定により減免することができる月

数を乗じて得た金額を減じて得た金額に

２分の１を乗じて得た金額 

当該年度の翌年度及び

翌々年度 

申請月以降に納期の到来する当初の所得

割額の金額から総所得金額等の合計見込

額により算定した当該年度の所得割額の

見込額を減じた金額に２分の１を乗じて

得た金額 

 


